
 

広島市物品売買等に係る予定価格等公表実施要領 
 

（平成１８年１０月２０日制定・平成２４年１２月２５日最終改正） 
 
（趣旨） 

第１条 この要領は、本市が発注する物品の売買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建
設コンサルティングサービスに係る役務を除く。以下同じ。）の提供（以下「物品売買等」と
いう。）の契約に係る一般競争入札において、その予定価格、調査基準価格又は最低制限価格
（以下「予定価格等」という。）を公表するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（予定価格等の公表） 

第２条 物品売買等の契約に係る入札案件で、次の各号のいずれにも該当するものは、その予定
価格について入札執行前の公表（以下「事前公表」という。）をするものとする。 
  一般競争入札に付されるものであること（広島市委託業務低入札価格調査要綱（平成１６
年１月１日施行。以下「低入札価格調査要綱」という。）第３条の規定により調査基準価格
を定めたもの及び広島市委託業務最低制限価格制度取扱要綱（平成２４年２月１日施行。以
下「最低制限価格制度取扱要綱」という。）第３条の規定により最低制限価格を定めたもの
を除く。）。 
  電子入札（広島市契約規則（昭和３９年広島市規則第２８号。以下「契約規則」という。）
第４条に規定する電子入札をいう。）を行うものであること。 
  当該入札に参加する者に必要な資格の有無を入札執行後において確認を行うものである
こと（当該入札が地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成
７年政令第３７２号）に規定する特定調達契約（以下「特定調達契約」という。）である場
合を除く。）。 
  別表に掲げる種目の契約であること。 

２ 物品売買等の契約に係る入札案件で低入札価格調査要綱第３条の規定により調査基準価格
を定めたもの又は最低制限価格制度取扱要綱第３条の規定により最低制限価格を定めたもの
については、当該入札案件の予定価格等について入札執行後の公表（以下「事後公表」という。）
をするものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、物品売買等の契約の相手方を決定しようとする場合において、
予定価格の事前公表又は予定価格等の事後公表をする必要があると認めるときは、あらかじめ
財政局契約部物品契約課と協議した上、その予定価格の事前公表又は予定価格等の事後公表を
することができる。 
（公表をする予定価格等の内容） 

第３条 前条の規定により事前公表又は事後公表をする予定価格は、契約規則第１６条の規定に
より定めた予定価格の額から、消費税及び地方消費税に相当する額を控除した額とする。ただ
し、インターネットを利用した売払物品の売払い並びに消費税及び地方消費税が非課税とされ
る資産の譲渡等に該当する物品売買等については、この限りでない。 

２ 前条第２項又は第３項の規定により事後公表をする調査基準価格は、低入札価格調査要綱第
３条の規定により定めた調査基準価格の額から、消費税及び地方消費税に相当する額を控除し
た額とする。 

３ 前条第２項又は第３項の規定により事後公表をする最低制限価格は、最低制限価格制度取扱
要綱第３条の規定により定めた最低制限価格の額から、消費税及び地方消費税に相当する額を
控除した額とする。 
（予定価格等の公表の方法） 
第４条 第２条の規定により事前公表をする予定価格又は事後公表をする予定価格等は、広島
市ホームページ（広島市調達情報公開システムを含む。）に掲載するほか、事前公表をする予
定価格にあっては、その入札公告に記載するものとする。 
（入札金額内訳書の徴取） 

第５条 予定価格の事前公表又は予定価格等の事後公表をする契約のうち物品の借入れ及び役



 

務の提供の契約に係る入札案件については、その入札参加者から、入札書の提出（契約規則
第８条第１号に規定する入札書を契約規則第６条又は第７条の規定により提出することをい
う。）の際に、当該入札に係る入札金額の内訳を明らかにした入札金額内訳書（以下「入札金
額内訳書」という。）を併せて提出させるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、広島市物品売買等に係る入札後資格確認型一般競争入札実施要
領（以下「入札後資格確認型一般競争入札実施要領」という。）第５条第４項の規定により実
施する再度入札においては、開札の結果、入札後資格確認型一般競争入札実施要領第５条第
８項に規定する最低価格入札者になった者のみ、入札金額内訳書を提出させるものとする。 
３ 第１項の規定にかかわらず、特定調達契約又は入札後資格確認型一般競争入札実施要領第
２条ただし書に規定する契約で、地方自治法施行令第１６７条の８第４項により実施する再
度の入札においては、入札金額内訳書の提出は不要とする。 
（委任規定） 

第６条 この要領に定めるもののほか、物品売買等に係る予定価格等の公表の実施に関し必要な
事項は、財政局長が定める。 
 
附 則 

（施行期日等） 
１ この要領は、平成１８年１１月１日から施行する。 
２ 予定価格の事前公表は、この要領の施行の日以後において物品売買等に係る契約の申込みの
誘引を行う入札案件について適用する。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１９年１月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の広島市物品売買等に係る予定価格事前公表実施要領（以下「改正後の要領」という。）
は、この要領の施行の日以後において契約の申込みの誘引を行う入札案件について適用し、同
日前に契約の申込みの誘引を行った入札案件については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、物品の売買及び修繕並びに製造の請負の契約については、この要
領の施行の日から平成１９年３月３１日までの間、改正後の要領第２条第１項第３号の規定は
適用しない。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の広島市物品売買等に係る予定価格事前公表実施要領は、この要領の施行の日以後に
おいて契約の申込みの誘引を行う入札案件について適用し、同日前に契約の申込みの誘引を行
った入札案件については、なお従前の例による。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２０年１月１日から施行する。 
２ 改正後の広島市物品売買等に係る予定価格事前公表実施要領は、この要領の施行の日以後に
おいて契約の申込みの誘引を行う入札案件について適用し、同日前に契約の申込みの誘引を行
った入札案件については、なお従前の例による。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 
２ 改正後の広島市物品売買等に係る予定価格事前公表実施要領は、この要領の施行の日以後に
おいて契約の申込みの誘引を行う入札案件について適用し、同日前に契約の申込みの誘引を行
った入札案件については、なお従前の例による。 



 

附 則 
（施行期日） 
１ この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 
２ 改正後の広島市物品売買等に係る予定価格事前公表実施要領は、この要領の施行の日以後に
おいて契約の申込みの誘引を行う入札案件について適用し、同日前に契約の申込みの誘引を行
った入札案件については、なお従前の例による。 
附 則 

  この要領は、平成２４年２月１日から施行する。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要領は、平成２５年１月１日から施行する。 
２ 改正後の広島市物品売買等に係る予定価格等公表実施要領は、この要領の施行の日（以下「施
行日」という。）以後において契約の申込みの誘引を行い、業務の履行期間の始期が平成２５
年４月１日以後の入札案件について適用し、施行日前に契約の申込みの誘引を行った入札案件
及び施行日以後において契約の申込みの誘引を行い、業務の履行期間の始期が平成２５年３月 
３１日以前の入札案件については、なお従前の例による。 

 



 

別表（第２条関係） 
契約の種類 分類 番号 種目 

物品の売買、 
修繕及び製
造の請負 

印刷・写真・広告
01-01 一般印刷 
01-02 軽印刷 

事務用品 02-02 事務用機器 

機械器具 

03-03 家電、視聴覚機器 
03-04 工作用機械器具 
03-05 産業用機械器具 
03-06 厨房機械器具 
03-07 消防機械器具 

車両・船舶・航空
機 04-01 自動車 

家具・装飾 05-01 スチール家具 
縫製 06-02 皮革・ゴム・ビニール製品 

教育用品 09-01 学校教材具 
09-03 運動具 

物品の借入
れ  

20-01 コンピュータ機器・システム 
20-02 コンピュータ機器以外の機械器具 
20-03 車両・船舶 
20-04 仮設建物（物品に限る。） 
20-05 家具・装飾 
20-06 園芸用品 
20-07 その他 

役務の提供 

施設維持管理業務
を除く役務 

30-01 検査・測定 
30-02 調査・研究 
30-03 計画策定 
30-04 広報・宣伝 
30-05 催事・展示 
30-06 情報処理（コンピュータ関連） 

30-07 建物附属設備、機械設備（施設維持管理業務に掲
げているものを除く。）の保守点検・運転管理 

30-08 機械器具（建物附属設備、機械設備を除く。）の
保守点検 

30-09 道路・公園等の維持管理 
30-10 河川・下水道等の維持管理 
30-11 運送・保管 

30-12 廃棄物の収集・運搬・処理、浄化槽の清掃・保守
点検 

30-13 クリーニング 
30-14 司法書士、土地家屋調査士への依頼 
30-15 その他 

施設維持管理業務

51 建築物清掃 
52 建築物空気環境測定 
53 建築物飲料水水質検査 
54 建築物飲料水貯水槽清掃 
55 建築物ねずみこん虫等防除 
56 常駐警備 



 

57 冷暖房設備等の運転管理（常駐） 
58 自家用電気工作物の保守点検 
59 消防用設備の保守点検 
60 電話交換 
61 機械警備 

備考 
１ 「分類」、「番号」及び「種目」の詳細は、物品等に係る契約の競争入札参加者の資格等に関
する要綱（平成９年９月１２日施行）による。 

２ 物品の売買、修繕及び製造の請負並びに物品の借入れの項の種目の欄において該当する品目
は、複数の商標又は銘柄等が選択できる品目に限るものとする。 

 


